
1 

国立大学法人東京農工大学出願補償・実施収入補償に関する細則を次のとおり制定する。 
 
 
 

国立大学法人東京農工大学出願補償・実施収入補償に関する細則 
 

平成２２年４月１日 
２２ 細則 第７号 

  （目的） 
第１条 この細則は、国立大学法人東京農工大学（以下、「本学」という。）職務発明規

程（以下「職務発明規程」という。）第３章に定める補償に関し必要な事項を定めるこ

とを目的とする。 
（用語の定義） 
第２条 この細則における用語の定義は、職務発明規程第２条各号に定めるもののほか、

次の各号に定めるところによる。 
一 「発明者」とは、職務発明規程の定めにより、本学が承継又は所有した発明等を

行った、職員等をいう。 
二 「分割出願」とは、二以上の発明等を包含する特許出願又は実用新案登録出願、

意匠登録出願（以下、「特許出願等」という。）の一部を一又は二以上の新たな特許

出願等とすることをいう。 
三 「変更出願」とは、出願等の内容の同一性を保持しながら、その出願形式（特許

出願・実用新案登録出願・意匠登録出願の形式をいう。）を変更することをいう。 
四 「実施料収入」とは、本学が所有する知的財産権を第三者に実施許諾することに

よる収入、又は第三者に知的財産権を譲渡することによる譲渡対価としての収入を

いう。 
五 「実施収入」とは、前項の実施料収入があった場合、前項に定める収入から発明

等の権利化に要した費用及び技術移転活動に要した費用を控除した後の金額をいう。

ただし、知的財産の実施許諾又は譲渡後に将来的に発生する保守等の単純作業にか

かる対価は含まないものとする。 
（出願補償金） 
第３条 本学が職務発明規程第９条第１項の規定に基づき発明者に支払う補償金（以下、

「出願補償金」という。）は、次表のとおりとする。 
 

本学が特許権又は実用新案権について日本で出願したとき 
本学から第三者に特許を受ける権利又は実用新案登録を受け 
る権利が譲渡され、当該第三者が日本で出願したとき 

実質的な発明及び考案が追加され、本学が国内優先権主張出 
願をしたとき 
本学から第三者に譲渡された特許を受ける権利又は実用新案 
登録を受ける権利に係る発明又は考案について、実質的な発明

及び考案が追加され、当該第三者が国内優先権主張出願をした

 
１出願につき 
１０，０００円

（ただし、分割

出願又は変更出

願をした場合

は、出願補償金

は支払わない。）
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とき 

本学が特許権又は実用新案権について外国で出願したとき 
（複数の国で出願したときは、出願国数にかかわらず１出願 
とみなす。） 

１出願につき 
５，０００円 
 

本学が意匠権について日本で出願登録したとき 
１出願につき 
１，５００円 

本学が育成者権について日本で登録出願したとき 
１出願につき 
２，５００円 

 
 

 （実施収入補償金） 
第４条 本学は、実施収入があった場合は、発明者に対し、職務発明規程第９条第２項

に定める補償金（以下、「実施収入補償金」という。）について、以下の各号に定める

割合をもって、支払い又は予算配分を行うものとする。 
一 発明者に対する割合 ４割 
二 全学分とする割合 ４割 
三 役員会が諸事情を勘案し、支払い又は予算配分を決定する割合 ２割 
第５条 前条第３号の支払い又は予算配分の基準並びに本学が支払う、出願補償金及び

実施収入補償金に関する手続き等については、産官学連携・知的財産センター長が別

に定める。 
 

附 則 
この細則は、平成２２年４月１日から施行する。 


